国際交流事業助成金交付要綱

　（目的）

第1条 この制度は、民間の国際交流活動に対し助成金を交付することにより、地域における国際交流を促進することを目的とする。
　（助成対象者）

第2条 助成金の交付を受けることができるものは、今治市国際交流協会（以下「協会」という。）の会員であり、かつ、次条の事業を自ら実施する個人又は団体とする。
助成金の交付は同一の申請者について同一年度に一回限りとする。

　（助成対象事業）

第3条 助成の対象となる事業は、次の事業とする。

（1） 文化交流、人物交流を主眼とする国際交流事業

（2） 国際理解促進を目的とする事業で申請者が自ら企画折衝し、実行するもの。

（3） その他第1条の目的に合致すると会長が認める事業
（助成対象経費）
第4条 助成の対象となる経費は、事業に直接要する経費とする。ただし、次の各号に掲げる経費については、対象としない。

（1） 組織の運営に要する経費

（2） 飲食を目的とする経費

（3） その他会長が不適当と認める経費
（申請）

第5条 助成を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、国際交流事業助成金交付申請書（様式第1号）に次の書類を添えて、今治市国際交流協会会長（以下「会長」という。）に提出しなければならない。
募集時期は前年度の３月１日～３月２０日とし、必要に応じて追加募集を行う。また、会長が特に認めるものについては、募集期間外の申請も可能とする。

（1） 事業計画書（様式第２号）

（2） 事業予算書（様式第３号）

（3） 事業実施団体調書（様式第４号）
（4） その他会長が必要と認める書類

　
　（交付決定）

第6条 会長は交付申請書を受理したときは、募集期間終了後すみやかに審査を行い、その適否及び助成金額を決定し、国際交流事業助成金交付決定通知書（様式第５号、様式第６号）により、申請者に通知するものとする。
　（助成金）
第7条 交付する助成金は、予算の範囲内で、助成対象経費の２分の１以内とし、５万円を限度とする。ただし、当該助成事業が他の制度による補助を受けている場合及び当該助成事業に係る収入がある場合は、その額を減じた額を助成対象経費とする。
　（実績報告書の提出）

第8条 第５条により交付の決定を受けて事業を実施したものは、その事業終了後1ヶ月以内あるいは3月15日までのいずれか早い時期に国際交流事業実績報告書（様式第７号）に次の各号に掲げる書類を添えて、会長に提出しなければならない。

（1） 事業決算書（様式第８号）
（2） 事業実施状況資料

（3） その他会長が必要と認める書類

　（請求書の提出）

第9条 交付の決定を受けたものは、前条に掲げる書類とともに国際交流事業助成金請求書（様式９号）を会長に提出しなければならない。
　（交付決定の取消し及び変更）

第10条 会長は、次の各号の一に該当するときは、助成金の交付決定の取消し又は交付決定額の変更をすることができる。

（1） 交付対象者の要件を欠いたとき
（2） 偽りその他不正な手段により交付決定を欠いたとき。
（3） 申請内容に変更があったとき。

（4） 前３号以外に、会長が交付決定の取消し又は変更を認めたとき。
　（助成金の交付）

第11条 会長は請求書に基づき、交付するものとする。

　（助成金の返還）

第12条 会長は、助成金の交付を受けたものが、次の各号の一に該当するときは、期限を定めて返還を命ずることができる。

（1） 助成金を交付の目的以外に使用したとき。
（2） 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。

（3） その他会長が助成金の返還を必要と認めたとき。

（附則）

この要綱は、平成１１年９月３日から施行する。
（附則）

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

